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よりいっそうの行財政改革の実行を 
江戸川区にとっての今年一番の重要課題は行財政改革の実行であろうと思われます。なにも今年一年

にかぎったことではなく、しばらくはこの行財政改革は区にとっての大きなテーマとなりそうです。そ

の実践度と成否が、区財政を健全な状態に保てるかいなかの結果にあらわれてくるはずです。 

行政のスリム化や組織改編などによりむだな出費を少しでも抑えること、あるいは受益者負担の考え

方の導入を丁寧に説明すること等々、課題は山積しています。自治体の財源が限られている状況下、区

財政に赤信号を点滅させてしまったり、次世代に借金を残すようなことは避けなければなりません。大

変地味な作業ですが、私も、行財政改革の実行を推進する立場でいっそうの努力をしてまいります。 

 

 

2000 年 3 月と 9 月の本会議において、私は代表質問を行いました。以下、両質問に

おける区長とのやりとりの抄録です 

本会議レポート ／ 2000年 3月議会における代表質問 

ダイオキシン問題への取り組み 
＜ダイオキシン問題への取り組み＞ 

木村 先月、区民の方から「バケツの水面に煤煙のようなスス状のものが多々不着する。ダイオキシン

汚染は大丈夫なのか」という不安の声が寄せられた。スス状の物質を特定するには、もちろん、科学的

分析が必要だが、このような不安の声が身近な区民の間から出てくることの原因の一つは、区の行政レ

ベルにおけるダイオキシン対策が決して十分なものではないことにもあるのではないか。 

 こうしたスス状の物質の問題においては、排気ガスなども大きな原因の一つであろう。排気ガスの問

題など大気を媒介とする環境問題は、一地方自治体だけではどうしようもない、都レベル・国レベルで

より積極的に取り組むべき問題である。しかし、ダイオキシン問題に関して国レベルでその対策法がで
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きた今、今度は私たち自治体のレベルにおいて積極的に取り組まなければならない。 

 1月 15日、ダイオキシン対策法、すなわちダイオキシン類対策特別措置法が施行された。同法におい

て規定されたダイオキシン濃度の環境基準に、平成 10 年度、11 年度に区内で測定されたダイオキシン

濃度の結果を照らし合わせてみると、幸いなことにいずれも基準値を下回っている。この点はよいこと

だ。しかし、ダイオキシン問題において重要なのは、環境基準値もさることながら、人体への摂取量だ。

環境庁と厚生省の合同専門家会議が採用した、人間が生涯にわたって摂取しても問題ないとされるダイ

オキシン類の耐容一日摂取量は、体重 1キロあたり 4ピコグラムである。ところが、この値は世界保健

機構（ＷＨＯ）の提案する目標値の最低レベルであり、国際的に見て決して高いダイオキシン対策目標

値を国が設定したとは言えない。そのことを考えれば、最近の観測結果が環境基準を満たしていたとし

ても、一概に喜べない。 

ダイオキシン対策法の施行によって、1時間あたりの燃焼能力が 50キログラム以上 200キログラム未

満の小型焼却炉から出るダイオキシンの排出基準は 1立法メートルあたり 5－10ナノグラム（ナノは 10

億分の 1）と法的に定められた。 

区は 1月から、区内の全事業所約 2万 2千カ所を対象に小型焼却炉の実態調査を開始した。職員や調

査員が各事業所に対し事前通告した上で、焼却炉や焼却物の種類、焼却頻度、時間、煙突の高さなどに

ついて調査していると聞く。同調査は 3月中旬に完了予定であると伺っているが、調査結果はいつごろ、

どのような形で公表されるのか。 

区長 ダイオキシンの問題は最重要課題の一つだと思っている。今年の 1月からダイオキシンの実態調

査を始め、年度内の期間で、委託訪問方式で実施している。これからの対策を組み立てる上での前提調

査ということだが、焼却炉を使っている人への使用抑制と自粛の啓発をあわせて行っていく。結果がま

とまり次第、集約し、公表する。区内の小型焼却炉の実態というものを区民に明らかにしていきたいと

思っている。 

木村 ダイオキシンについて現在、調査中なので、その結果を待ってからという区長のお言葉だ。それ

はそれで結構だが、逆に一つの提案をしたい。結果の公表には広報を使われてはどうか。紙面は限られ

るかもしれないが、広報の頒布数はかなりのものであり、周知するには一番効果的だろうと思う。 

次に、調査の目的は小型焼却炉の実態調査もさることながら、小規模焼却炉がダイオキシン発生の元

凶であるということの認識を事業所に持ってもらうことにあろうかと思われる。今回の調査にあたって

公害対策課のほうで用意した資料中の「調査目的」には「焼却炉の使用抑制乃至中止の協力を要請する」

とある。実際に、現場で調査にあたる職員や調査員はどのような姿勢で「焼却炉の使用抑制乃至中止の

協力を要請」しているのか。 

調査にあたって、中には極めて非協力的な事業所、あるいは焼却炉の使用方法や管理方法がずさんな

事業所があるだろうと推察する。ダイオキシン対策法が施行された今、そうしたダイオキシン類を撒き

散らしている疑いが強い悪質な事業所や非協力的な事業所に対して、区はどのように対処していくのか。 

区長 調査を進めていく過程の中で、非協力的な事業者に対しては、粘り強く説得をし、理解と協力を

してもらわなければならない。 

木村 非協力的な人に対して今現在では協力をお願いするしかない、という答えしか出ないのは仕方な

いことかもしれない。しかし、だからこそ条例を整備し、例えばそこに罰則規定なりを設け、そこで区

が指導をしていく。あるいは非協力的な事業者の名前を公表するとか、そういった手段もとれるように

法を整備してはどうか。 
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 区長自身、今定例会の「招集のあいさつ」の中で、「ダイオキシン対策」についても「強化してまい

ります」と述べていた。また、以前も指摘したが、ダイオキシンは青酸カリやサリンよりも危険な物質

だ。これほど危険な物質に対し、十分な法的規制を持たない自治体行政はやはり問題だ。区内の産業振

興は、まず区民の健康あってのものだ。改めて、ダイオキシン問題に対する条例整備に全力であたって

頂きたいと思うが、区の考えはいかがか。 

区長 条例化する、しないについては、今はっきりしたことは言えない。しかし、今の指摘を参考にし、

対策を講じていきたいと思う。 

 

本会議レポート ／ ２０００年９月議会における代表質問 

区行財政改革への取り組みについて ／ ドメステ

ィック・バイオレンスの実態と対応状況について 

＜区行財政改革への取り組みについて＞ 

木村 周知のとおり、地方財政の問題は地方自治の根幹をなす大切な問題である。民間経済では全うで

きない部分や財の不公平感をなくすため、区民ニーズや時代状況の変遷にあわせ、区の行財政運営はな

されていかなければならない。財政においては「入るを計りて出ずるを制」しつつ、いっぽう、行政施

策においては公正な意味での区民意思を広く反映させていくことが必要。いよいよ 21 世紀を迎える時

期に当たり、そして予想以上に長引く不況、都区制度改革の施行、少子高齢化社会や IT 時代の到来と

いう現実の時代状況に当たり、私たちは区の行財政運営や施策について、このままでよいのか、見直す

べきところはないのかどうか、真摯に検討を加えていく必要がある。 

9 月 10 日に発行された広報の「区財政の現況と今後の取り組み」と題する記事の中で、区は、直面

しつつある財政危機の状況を訴えていた。平成 11年度の区税と財政調整交付金が 100億円近くも減り、

さらに各種基金も減る一方で、人口、特に子どもの増加、そして高齢化の進展、あるいは都区制度改革

の施行や都の福祉施策の見直しによって行政支出は逆に増えている。財政収支のバランスはすでに崩れ

ており、今年度は 85億円の不足だ。このまま現行施策の見直しを行わなかった場合、2年後の財政収支

バランスにみる不足額は現在の倍近い 160億円に達するだろう。広報に「区の財政は今、黄色の信号が

点灯しはじめたといえます」とあったが、財政収支のバランスがマイナス化している現況を見ると、限

りなく赤信号に近い状況下にあると言っても過言ではない。行政改革、施策の見直しが必須であること

は、もはや火を見るよりも明らかだ。 

区長は、第三回定例会召集挨拶の中で、こうした区財政の置かれた厳しい状況を受けて、健全財政の

維持および安定化した行政運営のために、さまざまな課題の再検討が必要であると訴えていた。区の厳

しい財政状況を率直に踏まえた上で、区の諸施策の見直しについて問題提起する姿勢は的確なものであ

ると評価する。 

まず、熟年者激励手当の見直しと福祉先進区としての新制度の創設、長寿入浴券や長寿祝金の再検討

など、福祉事業の見直しが第一に挙げられる。福祉先進区としての精神は堅持しながらも、これら福祉

事業の施策の見直しを行うことは時代の要請であろう。次に、受益者負担の考えに基づき、施設使用料、
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保育料、学童クラブ育成料などの再検討が必要だ。さらに、諸関連事業の一元管理化、あるいは諸事業

の民間委託化なども検討されるべきだ。もっとも、現在働いている職員に不安を与えるようなことがあ

ってはならない。一時的に人件費が膨らむことにはなるが、長期的に見れば、こうしたなお一層の内部

努力による行政運営のスリム化が支出の削減に結びつく。 

こうした施策の見直しはいずれも財政収支の増減に直結すると見込まれるが、これを実践せんとする

区長の決意の程をお聞きしたい。区長は、これらを躊躇することなく、果敢に実践する決意をお持ちか。 

区長 健全な自治体として今後も持続的な発展をしていくためにやらなければならいないことは勇気

を持って断行していく決意だ。 

木村 先に述べた具体的な見直し事項のように財政収支の増減に即時に直結はしないものの、重要な諸

課題が他にもある。区長が召集挨拶の中で言及した今日的な環境問題への対応、子どもの教育のあり方

の検討、ボランティア社会づくりなどがそれである。情報化の推進とあわせ、こうした、時代状況に応

じた行政施策の継続検討がなされることを強く期待する。 

区長 環境問題、教育問題についても、時間はかかるが、多くの方々の知恵を頂きながら前向きに努力

していきたい。 

木村 さて、厳しい区の財政状況における施策の見直しという課題とは別に、財政の「入り」の部分で

大変重要な区の仕事がある。それは、都区間の財政調整問題において、特別区としての率直な立場を都

に対し引き続き主張していくということだ。財政調整交付金の総額を決定する配分割合は差し当たり

52％ということになったが、今後も状況に応じて都と見直しの協議を行っていくことになっている。清

掃事業費、小中学校の増改築費、都市計画交付金などが、都区間配分の課題として残っている。我が区

としても特別区の立場で都に対する強い主張を行っていくことは間違いないと確信しているが、都区財

政調整の問題について、改めて区長の決意を伺いたい。 

区長 財政調整の問題をはじめ、様々な東京都との関係の諸課題が残っている。財政調整交付金の 52%

という配分は、都区協議のあり方、あるいは決着のつけ方において、大変不本意であった。われわれ 23

区側としても、さらに継続協議していかなければならない。 

 都区協議会でひとまず決着をつけた際、5つの事柄について確認をし、将来の課題として残している。

簡単に言うと、ひとつは、清掃事業費において財調に含まれていない 745億円が都に留保されている問

題。他に、小中学校の老朽校舎の改築経費の問題、都市計画交付金のあり方の問題、都区間における大

都市事務の役割や財政の分担についての問題、そして財政調整交付金の 52%の問題。 

 区長会とともに、私も強い決意を持って東京都との協議に臨んでいく。 

木村 行財政改革に関し、最後に、今年度から導入されるバランスシートについて、簡単に言及する。 

昨今、多くの地方自治体の財政危機が叫ばれるようになるのと平行して、バランスシート、つまり貸

借対照表の作成の必要性が指摘されるようになってきた。単式簿記だけでは、土地建物などの財産の経

年価値の把握や、ストックとフローの関連性を掴むのが困難であり、自治体の総合的な決算状況を把握

するのには自ずから限界があった。そんな中で、民間企業の決算で利用されるバランスシートでは固定

資産を含めた資産の一覧と、借入金や退職手当引当金を含めた負債残高の一覧とが対照表示されるので、

一見して正味資産の把握が可能だ。また、毎年、バランスシートの決算を作成していけば、経年ベース

での正味資産の変化が把握でき、財政状況とその変化がより一層把握しやすくなる。財政状況の悪化し

ている自治体にとってバランスシートの作成は、歳入歳出決算では起こせない部分を明示できる有効な

ものと言える。さらに、バランスシートでは区の正味資産が金額で示されるため、職員や議会のコスト
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意識が高まることも期待できる。 

我が会派としても区のバランスシート作成を大きな進歩と評価している。まずは、初めてのバランス

シート作成ということを受けて、それに対する区長の目途や考えをお伺いしたい。固定資産の減価償却

の算出方法などの苦労や試行錯誤はあると思うが、少しずつ改良を重ねる中でよりよいバランスシート

の作成を目指して頂きたい。 

区長 バランスシートはいま作成準備をしており、12 月ごろに公表できると思う。これまでの財務諸

表では表現できなかった投資効果の問題や資産と負債の関係などが明らかとなり、区民にも財務状況の

実態がより正確に把握してもらえる。区の職員にとってもコスト意識が得られ、バランスシートから得

られるものが多々あると思っている。 

 

＜ドメスティック・バイオレンスの実態と対応状況について＞ 

木村 昨今、「ドメスティック・バイオレ 

ンス」という言葉を頻繁に耳にするように 

なった。新聞や雑誌等でもしばしばこの問 

題が取り上げられている。「ドメスティッ 

ク」という語は英語で「家庭内の」「家族の 

中の」という意味。いっぽう、「バイオレン 

ス」は「暴力」を意味する。つまり、「ドメ 

スティック・バイオレンス」とは、「家族の 

中の暴力」のことを意味する。「ドメスティ 

ック・バイオレンス」を「女性に対する暴 

力」という狭い意味で使用する時もあるが、 

広義には「家族の中の暴力」を指す。 

一般的に言って、「家族」というものは愛 

情と信頼で結びついており、暴力とは最も縁 

遠いものであると思われてきた。あるいは、 

他人の家庭内のことにはむやみに立ち入るべ 

きではないという内政不干渉の考えも根強く 

ある。そういった理由から、これまで＜第三者から切り離された家庭という密室内での暴力＞は物理的

にも、心理的にも明らかにされにくいものだった。しかし、事実は、家族の中に暴力が存在しないので

はなく、「発見」されにくいだけであったということだ。 

「家族の中の暴力」には主に四つのパターンがある。第一に＜夫から妻への暴力＞、第二に＜親から

子どもへの虐待＞、第三に＜思春期の子から親への暴力＞、そして第四に＜高齢者に対する虐待＞であ

る。兄弟間の暴力、あるいは妻から夫への暴力などもないわけではないが、絶対数において類別するな

ら、大きくは前述の四つのパターンに分けることができる。今回、第一のパターン＜夫から妻への暴力

＞を私は取り上げたい。 

＜ドメスティック・バイオレンス＞あるいは＜夫から妻への暴力＞というと、とかく女性が取り上げ

る問題、あるいはフェミニストが扱う問題というステレオタイプ化された考えがまだ一部にはある。し

かし、それは全くナンセンスだ。＜夫から妻への暴力＞の問題を見るとき、その構図は、腕力のより強
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い夫による暴力の被害者が＜妻という家庭内の弱者＞であるということであり、本質的に言えばこの問

題は女性問題ではなく、むしろ加害者としての男性の問題であるとさえ言うことができる。いや、さら

に正確にとらえるなら、女性問題であるとか男性問題であるとかということではなく、看過できない人

権侵害問題ととらえるべきものである。女性が論じようが、男性が論じようが、もはや問題ではない。 

＜ドメスティック・バイオレンス＞あるいは＜夫から妻への暴力＞において指摘されているのは、そ

の暴力のほとんどが、女性蔑視や性別分業意識などを持った夫やパートナーが自分の意見が通らなかっ

たり、気に入らないことがあった場合に、その解決手段として使われているということだ。暴力の原因

は貧困や教育レベル水準とは必ずしも関係がない。むしろ、暴力を振るう夫は会社員や公務員や教員な

ど社会的地位の決して低くない人たちである場合のほうがはるかに多いとさえ言われている。 

こうしたいくつかの特徴を見てくると、＜ドメスティック・バイオレンス＞あるいは＜夫から妻への

暴力＞は、単なる一家庭の問題または一人の暴力的な夫の問題ではなく、時代錯誤的なジェンダー意識

に発する社会的問題、あるいは地域社会の中で取り組んでいかなければならない人権問題であると指摘

できる。 

85 年の「女子差別撤廃条約」の批准、93 年の国連総会における「女性に対する暴力の撤廃に関する

宣言」の採択、94年の「男女共同参画審議会」設置、95年の第四会世界女性会議開催、あるいは 99年

の男女共同参画社会基本法の成立などを経て、日本における女性の人権意識が高まってきた。今年 6月

にはニューヨークにおいて「国連特別総会・女性 2000年会議」も開かれた。 

そうした人権意識の変化の中で、昨年 5月には小渕前首相のもとで、男女共同参画審議会が『女性に

対する暴力のない社会を目指して』と題する「我が国における女性に対する暴力に関する基本的方策に

係る初めての」答申を提言した。その答申の中では「現状と問題点」として、「不十分な実態把握」、ま

た「被害者に対する援助・救済の充実の必要性」などが指摘されている。「不十分な実態把握」という

点に関しては、前述の第４回世界女性会議の行動綱領においても同様の指摘がなされた。すなわち「暴

力の発生に関する男女別の十分なデータと統計の欠如が、入念な計画の策定と変化の監視を困難にして

いる」のだ。 

残念ながら、我が国においては警察庁による犯罪統計書の他には、女性への暴力に関する国による本

格的あるいは全国的な統計調査はまだ一度も実施されていない。97 年に東京都が都民を対象に行った

「女性に対する暴力に関する調査」が公的な調査の最初であると言われている。 

実態調査をすることの意味は、第一に、先の指摘にもある通り、問題解決のための確かな対応策を作

り上げるために必要なデータの収集である。そして、第二に、問題に対する啓発である。そうした二つ

の意味においても、ぜひ我が区においても＜ドメスティック・バイオレンス＞あるいは＜夫から妻への

暴力＞に関する、またはそうした項目を含んだ暴力による人権侵害問題に関する実態調査を実施してほ

しいものである。 

 さて、東京都による調査には、＜性別役割意識調査＞＜夫の妻に対する行為についての意識調査＞の

他に＜52人の被害体験者への面接聞き取り調査＞等が含まれている。そこからは夫の暴力による具体的

な被害の状況やそれに対する警察や自治体などの対応の実態などを伺うことができる。52人の被害体験

者の中には骨折に至ったケースが 7件、歯を折られたケースが 4件、脳しんとうまで起こしてしまった

ケースが 2件など、かなりの深刻な状況を窺い知ることができる。 

同様のデータは、日本弁護士連合会が 91 年より女性を対象に実施している「女性の権利 110 番」と

いう電話相談からも得ることができる。同 110番には多くの女性から＜パートナーからの暴力＞に関す
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る相談が寄せられている。30代から 50 代にかけての女性からの相談が最も多く、また結婚生活 10年以

上の夫婦間の暴力が半数以上であるという。 

転じて、江戸川区においては、女性センターが開設された平成 11年 4月から今年 8月までの 17ヵ月

間の実績記録によると、同センターに寄せられた夫の暴力に関する相談の合計は 123 件。平成 11 年度

の 12ヵ月間に寄せられた相談件数が 76件、そして今年度はこれまでの 5ヵ月間ですでに昨年を上回る

ペースの 47 件の相談が寄せられている。すでにこれだけ多くの女性が夫やパートナーの暴力の恐怖に

脅かされているわけだ。区長としては 123 件という数字をどのように評価されるのか。私は、これまで

の調査の結果からも類推されるとおり、数字は氷山の一角であり、看過できない人権侵害問題が確実に

発生していると考える。 

区長 大変ゆゆしき問題である。女性センターの開設後、指摘のとおり 123件の相談があった。そのよ

うに現れた数字は確かに氷山の一角であり、潜在化しているものがどのような状況であるのかわからな

い。そこを明らかにしていく必要がある。 

木村 次に、公的機関に助けを求めた被害者によるその対応への評価である。都の調査によると、公的

機関に助けを求めた被害者の半数以上が、「夫婦げんかだ」「家庭のことには立ち入らない」と言われ、

その不十分な対応に不満を抱いている。日弁連の電話相談の蓄積データによると、暴力に悩む女性のう

ち警察に通報したことがあるのは約四分の一だが、そのうちの 7割は警察の対応が全く不十分であった

という思いを持っているようだ。 

さらに、夫の暴力から避難したことがある女性は約 6割だが、避難先は実家や知人宅がほとんどであ

り、公的機関への避難はわずかに 2.82％にすぎない。これは公的機関が何もしなくてよいということの

証左ではない。そうではなく、夫やパートナーの暴力に悩む女性の少なからずが「どこに相談したらい

いのか分からない」という不安状況にあるということだ。公的機関の対応とあわせ、公的機関の広報の

あり方、さらにシェルターの確保の問題等について考えていかなければならない。 

  現在、各都道府県に設置されている婦人相談所内の一時保護所は売春防止法 34 条 1 項に基づくもの

であり、同施設が設けられた時代と現代との社会状況が大きく異なっている。そのことを考え合わせる

と、現在指摘されているドメスティック・バイオレンスはこれまでの婦人保護事業政策では十分に対処

できない。 

  我が区において平成 11 年 4 月に開設された女性センターは大変重要な一歩であると評価している。

しかし、多くのドメスティック・バイオレンスが現在進行形で発生しているという現状を考えると、区

の対応が、女性問題に関する啓発活動や資料館の機能を持った女性センターだけだとしたら十分ではな

い。長期滞在用の公的シェルターを自治体内部で設置することには様々な難しさがあるとしても、例え

ば、その日の暴力に脅え駆け込んできた女性に対し、緊急避難用の短期の安全な滞在先の提供や区内外

の民間シェルターとの連係システムの確立などは、これまで以上に求められてしかるべきだろう。 

  暴力の被害者に対する援助・救済制度の必要性は確実に高まっている。冒頭に取り上げた答申の中で

は、相談窓口の利用しやすさのアップ、被害者をケアする担当者の養成、公的機関による対応の充実な

どが求められている。女性センターのあり方も含め、区としては、増え続ける＜暴力に悩む女性＞に対

し、どのような充実化を図っていく用意があるのか。 

区長 さしあたり女性センターで相談を受け付けているので、PR も行いながら、女性センター中心に

対処していきたい。意識啓発も進めていかなければならない。 

木村 特に深刻な場合には、その日の暴力におびえて駆け込んでくる人もいる。そういった人のために、
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一時的な滞在場所の提供があってもよいと思う。それは女性に対してだけではなく、虐待を受けた子ど

もやお年寄りに対して提供される場合もあるだろう。人権問題という大局的な視点から、福祉先進区で

ある江戸川区として一時保護の場の提供を検討して頂きたい。 

区長 今のところ区としての独自のシェルターの用意は考えていないが、現行制度を活用しながら取り

組んでいきたい。将来的な課題だとは思っている。 

木村 総理府の男女共同参画室が 96 年に発表した「男女共同参画プラン」では、「女性に対するあらゆ

る暴力の根絶」が政策目標として掲げられている。そして、自治体の中には、女性に対する暴力の根絶

を政策目標として掲げるに至っているところもある。人権問題に対する、区長の毅然とした態度と正義

感に今度とも期待する。 

                                        

 

木 村 長 人 プロフィール 
― 略歴 ― 
● 1964 年（昭和 39 年）生まれ 

● 中央大学法学部政治学科 卒業 

● 早稲田大学第一文学部哲学科 卒業 

● 米国ジョージタウン大学国際関係学部 留学 

● 安田火災海上保険株式会社 入社 

● 米国下院議員 W.タッカー（民主党） 

   外交政策インターン 

● 新党さきがけ衆議院議員候補者公募 合格 

● 衆議院議員田中甲 公設秘書 

● 1999年（平成 11 年）江戸川区議会議員に 

   初当選 
 

― 議会・党での役割 ― 
● 福祉健康委員会 委員 

● 葛西南部地域開発特別委員会 委員 

● 生活者ネットワーク・民主党 副幹事長 
 

― 趣味 ― 
● サッカー、ウェイトトレーニング 

ダンススポーツ、バレーボール、読書 
 

― 好きなもの・苦手なもの ― 
● 好きなものは納豆・うなぎ・緑茶。逆に、アルコールとバナナが苦手 
  

― ポスティングを手伝って下さるボランティアスタッフを探しています ― 

☆昨夏以降、参議院選挙・葛飾区議選挙における事務局としての仕事、それ以後の私事などに忙殺され、今区議会

レポート第 3 号の発行、頒布が大変遅れましたことをお詫び申し上げます☆ 


